
 

 

 

 

 

 

 

男鹿市の財務書類 4表 
 

 

平成２６年度版 
 

（総務省方式改訂モデル） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       
 

男  鹿  市 
 



  

                    目       次 

 

Ⅰ．新地方公会計改革と財務書類４表の意義 ・・・・・・・・・  １ 

 １ 新地方公会計制度導入の背景について ・・・・・・・・・  １ 

 ２ 財務書類４表の説明について   ・・・・・・・・・・・  １ 

 ３ 財務書類４表の作成基準について  ・・・・・・・・・・  ２ 

 ４ 財務書類４表の相互関係について  ・・・・・・・・・・  ３ 

 

Ⅱ．普通会計の財務書類４表   ・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

 １．貸借対照表      ・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  （１）貸借対照表とは   ・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

  （２）男鹿市普通会計貸借対照表  ・・・・・・・・・・・  ９ 

  （３）貸借対照表の概要について  ・・・・・・・・・・・ １０ 

  （４）貸借対照表を用いた財務分析について ・・・・・・・ １２ 

 ２．行政コスト計算書   ・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 

  （１）行政コスト計算書とは  ・・・・・・・・・・・・・ １４ 

  （２）男鹿市行政コスト計算書  ・・・・・・・・・・・・ １５ 

  （３）行政コスト計算書の概要について   ・・・・・・・ １６ 

  （４）行政コスト計算書を用いた財務分析について ・・・・ １６ 

 ３．純資産変動計算書   ・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 

  （１）純資産変動計算書とは  ・・・・・・・・・・・・・ １７ 

  （２）男鹿市純資産変動計算書  ・・・・・・・・・・・・ １９ 

  （３）純資産変動計算書の概要について  ・・・・・・・・ ２０ 

 ４．資金収支計算書    ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

  （１）資金収支計算書とは   ・・・・・・・・・・・・・ ２１ 

  （２）男鹿市資金収支計算書   ・・・・・・・・・・・・ ２２ 

  （３）資金収支計算書の概要について  ・・・・・・・・・ ２３ 

 

Ⅲ 男鹿市全体の財務書類４表   ・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

 １ 市全体の対象範囲と前提条件について  ・・・・・・・・ ２５ 

 ２ 市全体の財務書類４表    ・・・・・・・・・・・・・ ２６ 

 

Ⅳ 連結財務書類４表    ・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

 １ 連結財務書類４表とは    ・・・・・・・・・・・・・ ３０ 

 ２ 連結の対象範囲と前提条件について   ・・・・・・・・ ３０ 

 ３ 連結財務書類４表    ・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 

 



  

Ⅰ．新地方公会計改革と財務書類４表の意義 

 

１ 新地方公会計制度導入の背景について 

現在、地方公共団体で取り入れている会計手法は、歳入と歳出を現金の受け渡しの時

点で認識する現金主義をとり、会計年度独立の原則に基づき単年度会計で、単式簿記によ

る歳入・歳出の収支という事実に基づいた決算書などの財務書類を作成しています。 

地方公会計改革では、「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法

律」が平成12年4月1日に施行され、地方分権の流れが加速するのと歩調を合わせ、既存

の経常収支比率など現金収支にかかる情報を中心とした財政指標だけでなく、資産や負債

などの情報やコストを意識し、自治体の財政状況を総合的かつ長期的に把握するために、

企業会計的手法の導入が必要とされました。これを受け総務省は、「地方公共団体におけ

る行政改革の更なる推進のための指針」を平成 18 年 8 月 31 日に示し、発生主義・複式簿

記の考え方を取り入れた公会計の整備を促進するとともに、財務書類の作成モデルを示し、

普通会計ベース及び連結ベースでの「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算

書」「資金収支計算書」の財務書類４表の作成及び公表を要請しています。 

このことを踏まえ、本市では、総務省の「新地方公会計制度実務研究会報告書」で示され

た財務書類作成モデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を用いて、普通会計単体、そして

普通会計・特別会計・公営企業会計を連結した市全体、さらに市と連携協力して行政サー

ビス等を行っている一部事務組合、広域連合、第三セクター等を含めた連結の財務書類４

表を作成し公表します。 

 

２ 財務書類４表の説明について 

現在の会計手法は、会計年度独立の原則に基づいて、年度単位を基本とし、歳入と歳

出を差し引きする単式簿記の方法を用いることで、客観性の高い期間損益計算を行うことが

できる反面、取得した資産の状況や減価償却などの費用についての把握ができませんでし

た。そこで、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算

書」の財務書類４表を作成することで、現金主義の会計制度では把握することが困難な建

物等の現在の価値、市債の償還金、退職手当引当金などの将来的に必要な支出、建物等

の減価償却による費用、市で保有する資産及び債務のストック情報や行政コストなどを把握

するための補完的な役割を果たすことになります。 

 

・ 「貸借対照表」は、左側（借方）に資産、右側（貸方）に資産を形成した財源としての負

債と純資産の３要素で構成されています。これにより、行政サービスを提供するための

資産をどれだけ保有しているか、また、将来世代の負担となる地方債等の債務がどのく

らいあるかなどについて知ることができます。 
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・ 「行政コスト計算書」は、男鹿市が１年間に提供した行政サービスに要したコストを性質

別及び目的別に明らかにしたものと、その財源である使用料や負担金などの収入の状況

を表したものです。これにより、行政の分野ごとにサービスを提供するのに、どのような性

質の経費がどの程度用いられているかを知ることができます。 

 

・ 「純資産変動計算書」は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が、１年

間でどのように変動したかを表しています。 

 

・ 「資金収支計算書」は、行政活動を資金の流れからみたものであり、資金の増減内訳

を一定の活動区分（経常的収支、公共資産整備収支、投資・財務的収支）別に表したも

のです。 

 

３ 財務書類４表の作成基準について 

本市の財務書類４表は、平成１９年１０月に総務省が示した「新地方公会計制度実務研

究会報告書」に基づき、同省の昭和４４年度以降の「地方財政状況調査表」、「地方公営企

業決算状況調査表」及び「歳入歳出決算書」などを用いて作成しました。 

また、おが地域振興公社、男鹿保育会については、当該団体において作成した決算書

類等をもとに作成しました。 

 

（１）  対象年度 

対象年度は平成２６年度で、平成２７年３月３１日を作成基準日としています。なお、出納

整理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

（２） 対象範囲 

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男鹿地区消防一部事務組合 

男鹿地区衛生処理一部事務組合 

八郎湖周辺清掃事務組合 

秋田県後期高齢者医療広域連合 

秋田県市町村総合事務組合 

秋田県市町村会館管理組合 

おが地域振興公社 

男鹿保育会 

連  結 

国民健康保険特別会計 

診療所特別会計 

介護保険特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

病院事業会計 

上水道事業会計 

ガス事業会計 

下水道事業会計 

農業集落排水事業会計 

漁業集落排水事業会計 

 

市全体 

普通会計 
一般会計 

診療所特別会計 
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① ③ ② 

４ 財務書類４表の相互関係について 

  財務書類４表の相互関係を示したのが下記の図です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  貸借対照表の資産のうち歳計現金（資金）の金額は、資金収支計算書の期末歳計現

金（資金）残高と対応します。貸借対照表では、現金の残高だけを表示していますが、

資金収支決算書では、現金の残高になるまでの明細も表示しているので、資金収支計

算書は貸借対照表の現金の明細表と言えます。 

 

  ② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額として計算されますが、これは純

資産変動計算書の「期末純資産残高」と対応します。前年度の貸借対照表の純資産の

部の額が今年度の純資産の部の額に変化した内容を増加と減少に分けて表示したもの

で、①と同様に純資産変動計算書は貸借対照表の純資産の部の明細表と言えます。 

 

  ③ 行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、経常行政コストと経常収益の差額

ですが、これは純資産変動計算書の「純経常行政コスト」と対応します。 

資産の部 

 

･････ 

･････ 

･････ 

 

 

 

・・・・・ 

負債の部 

 

 

純資産の部 

 

貸借対照表 行政コスト計算書 

経常行政コスト 

          ｜ 

経常収益 

          ∥ 

 

 

歳計現金 
純経常行政コスト 

資金収支計算書 純資産変動計算書 

収入 

｜ 

支出 

∥ 

当年度歳計現金増減額 

＋ 

期首歳計現金残高 

∥ 

期首純資産残高 

｜ 

 

 

 

 

＋ 

一般財源、補助金等受入 

± 

臨時損益等 

∥ 

 期末歳計現金残高 

純経常行政コスト 

期末純資産残高 
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         普通会計の財務書類４表 
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Ⅱ 普通会計の財務書類４表 

 

１ 貸借対照表 

（１） 貸借対照表とは 

当該年度末における資産、負債等の状況を表す財務書類で、これまでの行政

活動によって形成された建物や土地などの資産と、その資産を形成するために

要した負債や財源との関係を表すものです。 

資産の部、負債の部及び純資産の部で構成され、左側（借方）に資産、右側

（貸方）にその資産を形成したため将来の世代が今後支払いの必要な負債と、こ

れまでの世代が負担し支払いの必要がない純資産を計上しています。 

         貸借対照表のイメージ 

借   方 貸   方 

＜資産の部＞ ＜負債の部＞ 

 これまでに形成された道路・学校などの  将来の世代が負担する金額 

施設や、基金・現金などの将来世代に引     （地方債、退職手当引当金等） 

き継ぐものの金額 ＜純資産の部＞ 

    これまでの世代が負担した金額 

      （国庫支出金、一般財源等） 

 

 【貸借対照表の構成】 

 [資産の部] 

  公共資産 

① 有形固定資産 

  有形固定資産は、長期間にわたって行政サービスを提供するために使用され

るもので、具体的には土地や建物、機械器具などです。昭和４４年度以降の「地

方財政状況調査表」の普通建設事業費（補助金等として団体等に支出した金額

を除く。）を集計し、減価償却の計算を実施した後の金額を、行政目的別に区分し

て計上しています。 

  減価償却については、総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報

告書」に定められた有形固定資産耐用年数区分表により定額法で計算していま

す。ただし、土地については、使用することにより磨耗損耗することはないため、減

価償却は行いません。 

 また、普通建設事業費のうち、市以外の団体に補助金又は負担金として支出

した金額については、市の所有する資産ではないため、有形固定資産として計上
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していません。しかし、住民が広く利用でき、住民生活に役立つものであることから、

貸借対照表の末尾に「他団体及び民間への支出金により形成された資産」として

注記しています。 

有形固定資産耐用年数区分表 

区    分 
耐用 

区    分 
耐用 

区    分 
耐用 

年数 年数 年数 

 １ 総務費    （４） 砂防 50    イ 都市下水路 20 

 （１） 庁舎等 50  （５） 漁港 50    ウ 区画整理 40 

 （２） その他 25  （６） 農業農村整備 20    エ 公園 40 

     （７） 海岸保全 30    オ その他 25 

 ２ 民生費    （８） その他 25  （８）  住宅 40 

 （１） 保育所 30  ６ 商工費 25  （９）  空港 25 

 （２） その他 25      （10） その他 25 

     ７ 土木費       

 ３ 衛生費 25 
 （１） 道路 48  ８ 消防費   

 （２） 橋りょう 60  （１） 庁舎 50 

 ４ 労働費 25 
 （３） 河川 49  （２） その他 10 

 （４） 砂防 50     

 ５ 農林水産業費    （５） 海岸保全 30   ９ 教育 50 

 （１） 造林 25  （６） 港湾 49     

 （２） 林道 48  （７） 都市計画   １０ その他 25 

 （３） 治山 30    ア 街路 48     

            

            

② 売却可能資産 

   売却可能資産とは、市の普通財産（山林を除く。）のうち、行政サービスの提

供には活用をされていないが、将来の現金獲得能力があると考えられる土地を

計上しています。また、売却可能資産の評価額は、固定資産評価額を基礎とし

て算定しています。 

 

投資等 

① 投資及び出資金 

   公営企業（病院事業・上水道事業・ガス事業）などへの出資金や出捐金の現

在高を計上しています。投資損失引当金は、市場価格のない出資金などにつ
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いて実質価格を算定し、取得価格に比べ３０％以上低下した場合に、その差額

をマイナス計上しています。 

② 貸付金 

   貸付金には、市が貸し付けている金額のうち回収期限が到来していない現

在高を計上しています。 

③ 基金等 

   基金等には、特定の目的のために資金を積み立てる「特定目的基金」（地域

振興基金、教育施設整備基金、観光施設基金など）、特定の目的のために定

額の資金を運用する「定額運用基金」（奨学基金、農業振興資金貸付基金な

ど）のほか、「土地開発基金」を計上しています。 

なお、財政調整基金や減債基金は、行政運営や地方債償還に充てる基金で

あり、流動資産の現金預金に計上しています。 

 ④  長期延滞債権 

長期延滞債権には、市税や使用料（公営住宅使用料など）、負担金（保育園

保育料など）などの収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権（滞納繰越

分）を計上しています。 

⑤ 回収不能見込額 

   「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、将来回収不能となることが見込まれる

金額を計上しています。回収不能見込額は、過去の不納欠損実績率等をもと

に回収不能見込額を算出して計上しています。 

 

 流動資産 

  ① 現金預金 

  財政調整基金、減債基金、歳計現金（前年度繰越金）を計上しています。 

② 未収金 

市税や使用料、負担金などの収入未済額のうち、当該年度に発生した債権

（収入未済金）を計上しています。なお、長期延滞債権と同様に、未収金に係る

回収不能見込額は、過去の不納欠損実績率等をもとに算出し計上しています。 

 

[負債の部] 

 固定負債 

① 地方債 

   地方債の元金償還金のうち、翌々年度以降に予定されている元金償還金を

計上しています。翌年度元金償還金予定額は、「流動負債」に計上していま

す。 

② 退職手当引当金 

当該年度末において、在籍する職員全員（定年退職者を除く。）が普通退職
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した場合に必要となる退職手当の支給額を計上しています。退職手当は、支給

時に一時に発生するものではなく、職員の在籍期間を通じて徐々に発生してい

くという考え方に基づき、年度末の要支給額を見積り計上したものです。(本市

の場合、退職手当組合に加入しているため、秋田県総合事務組合から支払わ

れています。) 

③ 損失補償等引当金 

   財政健全化法の健全化判断比率の一つである「将来負担比率」の算定に含

められている第三セクター等の設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担

見込額について計上されます。 

 

 流動負債 

① 翌年度償還予定地方債 

   地方債の元金償還金のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上していま

す。 

② 賞与引当金 

翌年度の６月に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当該年度負担相当分を

計上しています。これは、１２月から５月までの６ヶ月間を支給対象期間としてい

るため、そのうち１２月から３月までの４ヶ月分については、当該年度の負担相当

額となるためです。 

 

[純資産の部] 

  「純資産の部」とは、住民サービスを提供するために保有している財産に対応する

財源のうち、現在までの世代が負担した部分と資産を時価評価した際の評価差額部

分からなり、資産から負債を引いた残額となります。 

① 公共資産等整備国県補助金等 

「有形固定資産」を取得する際に、その財源として国及び県から受けた補助金

等（減価償却分を除いた額）を計上しています。 

② 公共資産等整備一般財源等 

「有形固定資産］及び「投資等」に対して投入された財源のうち、地方債や国

県補助金等を除いた額を計上しています。有形固定資産等を取得する際に投じ

られた一般財源等（減価償却分を除いた額）が計上しています。 

③ その他一般財源等 

「純資産」のうち「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財

源等」及び「資産評価差額」を除いた額を計上しています。 

④ 資産評価差額 

「投資及び出資金」のうち市場価格のある有価証券の取得価格と時価との差

額などを計上しています。 
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（２） 男鹿市普通会計貸借対照表 
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（３） 貸借対照表の概要について 

【資産の部】 

①  公共資産 

  公共資産は、「有形固定資産」と「売却可能資産」で構成され、前年度より８億３，６

５８万４千円減の５５５億５，９５７万３千円で、総資産の９２．８％を占めています。 

  公共資産のうち、「有形固定資産」の行政目的別内訳は、道路や住宅整備などの

「生活インフラ・国土保全」が２４４億４，６７３万９千円で構成比の４４.０％と高い割合を

占めているほか、漁港や農道整備などの「産業振興」が１２１億７７８２万３千円で２１．

９％、小中学校や体育施設整備などの「教育」が１２１億９４６万１千円で２１．８％とな

っています。 

  また、「売却可能資産」は、市の普通財産のうち、公募している宅地等を計上し、１，

５４８万４千円で０．１％となっています。 

 

②  投資等 

   投資等には、公営企業や第三セクター等への「投資及び出資金」や「貸付金」、

「基金」、回収期限から１年以上回収できていない「長期延滞債権」などが計上されて

おり、男鹿市企業局へ出資したことなどで、前年度より８００万３千円減の２４億９，７９

３万５千円となっています。 

  「投資及び出資金」は、８億２，５７６万７千円で、公営企業や第三セクターなどへの

出資等により、行政サービスの提供に活用されています。主なものとして、男鹿市企

業局（上水道・ガス）５億６，０５０万８千円、株式会社男鹿水族館３，１００万円、社会

福祉法人男鹿保育会５，０００万円などがあります。 

  「貸付金」は、地域総合整備資金貸付金で６，１７６万円となっています。 

  「基金等」は、１５億３，２５５万３千円で、地域振興基金や教育施設整備基金などの

その他特定目的基金が１４億３，８１６万４千円、奨学基金や農業振興資金貸付基金な

どのその他定額運用基金が９，４３８万９千円となっています。 

  「長期延滞債権」は、回収期限から１年を経過しても回収されていない市税や生活

保護費返還金のほか、災害援護資金貸付金などで１億７，７３５万２千円となっていま

す。前年度より２，３４０万７千円の減となっています。 

  「回収不能見込額」は、過去５年間の不納欠損の実績率等により算出し、前年度よ

り６７９万円減の９，９４９万７千円となっています。 

 

③  流動資産 

   流動資産には、歳計現金や財政調整基金、減債基金のほか、市税などの未収金

が計上され、前年度より５，８２４万２千円減の１７億９，２７８万６千円となっています。

減となった主な要因は、財政調整基金等の現金預金が２億５，０８４万７千円減少した

ことによるものです。 
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  「現金預金」は、災害などの不測の支出に備えて積み立てている財政調整基金が

１２億５，４６３万５千円、減債基金が５６万７千円、歳計現金が５億１，３４９万８千円と

なっています。 

  「未収金」は、現年度調定したもので収入未済額となったもので、市税や保育料な

どで２，４０８万６千円となっています。 

 

 【負債の部】 

①  固定負債 

   固定負債は、平成２７年度（翌々年度）以降に元金償還が予定される「地方債」が

１４８億５，５２８万３千円、定年退職者を除く全職員が当該年度末に普通退職したと

仮定した場合に必要となる「退職手当引当金」が２４億５，４４１万３千円などで、前年

度より２億２，８８０万６千円減の１７３億９６９万６千円となっています。 

 

②  流動負債 

流動負債は、１年以内に償還が行われる「翌年度償還予定地方債」や「賞与引当

金」などで、前年度より１，０２０万円減の１５億９，０７９万円となっています。 

   「翌年度償還予定地方債」は、「地方債」のうち、翌年度（平成２７年度）に償還す

る元金で、１４億７，４２１万７千円となっています。 

   「賞与引当金」は、翌年度（平成２７年度）の６月に支給される期末勤勉手当のうち

平成２６年度負担相当額（平成２６年１２月から平成２７年３月までの分）で、１億１，６

５７万３千円を計上しています。 

  

 【純資産の部】 

① 公共資産等整備国県補助金等 

行政サービスを提供するための資産整備などの財源として、国・県から受けた補

助金等の額は、前年度より２億６，８７０万３千円減の１５７億９，６４４万６千円となって

います。 

 

② 公共資産等整備一般財源等 

   行政サービスを提供するための資産整備などの財源のうち、国・県補助金等と建

設地方債を除いた額で、前年度より１億８，９４１万４千円減の３４０億６１８万８千円と

なっています。 
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③  その他一般財源等 

    公共資産等以外の資産から公共資産等整備財源以外の負債を差し引いた額で、

マイナス８８億 6,831 万円となっています。これは、翌年度以降、自由に使えるお金

が拘束されていることを表していますが、前年度より２億１，３６９万５千円増加してい

ます。 

   具体的には、資産形成につながらない負債（退職手当引当金、臨時財政対策債

など）の支出のための積み立てがなされていないため、将来の税収等の一般財源

により賄わなければならないため、その分として「その他一般財源等」をマイナスで

表しています。 

（４） 貸借対照表を用いた財務分析について 

① 社会資本形成の世代間負担比率 

  社会資本整備の結果を示す有形固定資産のうち、純資産による整備割合をみる

ことにより、これまでの世代によって、すでに負担された分の割合をみることができま

す。 

    また、地方債による整備割合を見ることにより、将来返済しなければならない将来

世代による負担の割合をみることができます。 

○ 社会資本形成の世代間負担比率 （平成２７年３月３１日現在） 

                                            （単位：千円、％） 

項      目 平成２６年度 平成２５年度 増 減 

 公共資産合計 

 a 
55,559,573 56,396,157 △836,584 

 純資産合計 

 b 
40,949,808 41,613,631 △663,823 

 地方債（翌年度償還予定額を含む） 

 c 
16,329,500 16,349,578 △20,078 

 過去及び現世代負担比率 

 b／a 
     73.7      73.8     △0.1 

 将来世代負担比率 

 c／a 
     29.4       29.0    0.4 

・将来世代負担比率の平均的な数値  １５％～４０％ 

・過去及び現世代負担比率の平均的な数値  ５０％～９０％ 

 比率が高ければ高いほど、負担が大きいことを表しています。 

（注）資産のうち有形固定資産に対する純資産、地方債の割合を見たものであるため、両

比率の合計は１００％にはなりません。 
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③  住民一人当たりの貸借対照表 

   貸借対照表を住民一人当たりに換算すると、資産は１９９万３千円、負債は６２万９

千円、純資産は１３６万４千円になります。 

   住民一人当たりの貸借対照表 （平成２７年３月３１日現在） 

           （単位 千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

 １ 公共資産 1,850  １ 固定負債 576   

 ２ 投資等 83  ２ 流動負債 53   

 ３ 流動資産 60 負債合計 629   

   純 資 産 の 部 

    純資産合計 1,364   

資産合計 1,993   負債・純資産合計 1,993   

 （平成 27 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口 30,035 人） 

 

④  資産老朽化比率 

   有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価格に対

する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して償却資産の

取得からどの程度経過しているかを全体として把握することができる比率で、５５．

２％となっています。比率は、高いほど老朽化が進んでいることを表し、平均的な数

値は、３５％～５０％となっています。 

 

  資産老朽化比率（％）＝年度末減価償却累計額÷年度末有形固定資産現在高×

１００ 

 

⑤  歳入額対資産比率 

   歳入額対資産比率は、３．４６となっています。この比率は、歳入総額に対する資

産の比率であり、形成された資産は何年分の歳入が充当されたかを見ることができ

ます。この比率は高いほど社会資本の整備が進んでいることを表し、平均的な数値

は３.００～７.００となっています。 

 

  歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 
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２．行政コスト計算書 

（１） 行政コスト計算書とは 

 男鹿市が１年間に提供した行政サービスに要したコストと、その行政サービスの対価

として得られた負担金や使用料などの収入を明らかにしたものです。貸借対照表が将

来世代も利用できる資産の形成を示しているのに対し、行政コスト計算書は人的なサ

ービスや給付サービスなどの資産形成につながらない行政サービスの活動実績をコ

ストという側面から把握したものです。 

【行政コスト計算書の構成】 

計 上 項 目 内   容 

経 

 

常 

 

行 

 

政 

 

コ 

 

ス 

 

ト 

人件費 給与費等から前年度賞与引当金計上額を除いた額 

退職手当引当金繰入金 
退職手当組合負担金及び引当金として当該年度に新たに

計上した額 

賞与引当金繰入金 当該年度に貸借対照表に計上した賞与引当金の額 

物件費 旅費、光熱水費、委託料、備品購入費などの経費 

維持補修費 施設などの維持修繕に要した経費 

減価償却費 
有形固定資産の経年劣化等に伴い、価値が減少したと理論

上考えられる額 

社会保障給付費 
高齢者や障がい者に対する援護措置、児童手当の支給、生

活保護費などに要した経費 

補助金等 

他会計等への支出額 

一部事務組合負担金や各種団体に対する補助金など 

特別会計などに対する繰出金など 

他団体への公共資産整備補

助金等 

投資的経費のうち他団体等への資産形成のための補助金

など 

支払利息 地方債及び一時借入金の利子支払額 

回収不能見込計上額 
市税や使用料などのうち、回収不能見込額として新たに貸

借対照表に計上した額及び当該年度の不納欠損額 

その他行政コスト 上記以外の行政コスト 

経常

収益 

使用料・手数料 

分担金・負担金・寄附金 

当該年度の収入額と長期延滞債権及び未収金として新たに

貸借対照表に計上した額 

純経常行政コスト 
経常行政コストから行政サービス提供の対価である経常収

益を差し引いた金額 
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（２） 男鹿市行政コスト計算書 
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（３） 行政コスト計算書の概要について 

  「経常行政コスト」は、資産形成に結びつかない１年間の行政サービスを提供する

のに要した経費の金額とその支出の性質を表し、一方、「経常収益」は施設利用料や

保育料など主に行政サービスの提供の結果得られた受益者負担を表しています。平

成２６年度の「経常行政コスト」は、総額で１５０億５，９８４万６千円となりました。これに

対して、直接の受益者負担である「経常収益」は２億６，５４５万９千円で、差引である

「純経常行政コスト」は、前年度より２，３１８万７千円減の１４７億９，４３８万７千円となっ

ています。この純経常行政コストは、行政サービスを提供するため、市税や国県補助

金等で賄わなければならないコストになります。 

 

（４） 行政コスト計算書を用いた財務分析について 

①  受益者負担比率 

   受益者負担比率は、１．８％となっています。この比率は、発生した行政コストを、

いわゆる受益者負担（経常収益）でどの程度賄えているかを見ることができます。平

均的な数値が２．０％～８．０％ですので、本市は行政サービスの受益者が直接的

に負担する割合が低いことを表しています。 

 

    受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×１００ 

 

②  行政コスト対税収等比率 

   行政コスト対税収等比率は、１０３．１％となっています。この比率は、当年度に行

われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政コストを、どの

程度、当年度の負担で賄うことができたかを見ることができます。比率が１００％を下

回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、翌年度以降に引

き継ぐ負担が軽減されたことを表し、１００％を上回っている場合は、過去から蓄積し

た資産が取り崩されたか、翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したことを表していま

す。平均的な数値は、９０．０％～１１０．０％となっています。 

 

   行政コスト対税収等比率（％）＝純経常行政コスト÷（純資産変動計算書の一般

財源＋補助金等受入（その他一般財源等の

列））×１００ 

 

③  住民一人当たりの行政コスト 

   行政コスト計算書を住民一人当たりに換算すると、人にかかるコストが８万３千円、

物にかかるコストが１４万４千円、移転支出的なコストが２６万６千円などで経常行政

コストは５０万１千円となっており、使用料等の経常収益として９千円が直接的な負

担となっています。 
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住民一人当たりの行政コスト 

    （単位 千円） 

性質別分類 金   額 

  １ 人にかかるコスト   83   

  ２ 物にかかるコスト   144   

  ３ 移転支出的なコスト   266   

  ４ その他のコスト   8   

経常行政コスト a 501   

  １ 使用料・手数料   7   

  ２ 分担金・負担金・寄附金   2   

経常収益 b 9   

純経常行政コスト a－b 492   

（平成 27 年 3 月 31 日現在住民基本台帳人口 30,035 人） 

 

 

 

 

３ 純資産変動計算書 

（１） 純資産変動計算書とは 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年

間でどのように変動したかを表しています。貸借対照表の純資産の部は、これまでの

世代が負担してきた部分ですので、１年間でこれまでの世代が負担してきた部分が

増えたのか減ったのかがわかります。 
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各項目の説明 

計 上 項 目 内   容 

 期首純資産残高  前年度末の貸借対照表における純資産残高 

 純経常行政コスト 
 行政コスト計算における純経常行政コスト（マイ

ナス計上） 

一
般
財
源 

 地方税  市税の調定額 

 地方交付税  普通交付税・特別交付税 

 その他行政コスト充当財

源 
 地方譲与税、各種交付金、諸収入など 

 補助金等受入 
 国庫支出金及び県支出金のうち、公共資産形

成の財源となった金額 

 公共資産徐売却損益 
 公共資産を除売却した場合の帳簿価額と売却

額の差額 

科 
目 

振 

替 

 公共資産整備への財源

投入 

 貸借対照表の公共資産を整備するために投じ

られた財源（国・県支出金及び地方債を除く）

の変動 

 公共資産処分による財源

増  
 公共資産を除売却した場合の財源の変動 

 貸付金・出資金等への財

源投入 

 投資及び出資金の支出、貸付金の貸付、基金

の積立等に投じられた財源の変動 

 貸付金・出資金等の回収

等による財源増 

 投資及び出資金、貸付金の回収、基金の取り

崩し等による財源の変動 

 減価償却による財源増 
 減価償却により公共資産等整備に係る財源か

らその他一般財源に振り替わった額 

 地方債償還に伴う財源振

替 

 地方債元金償還額に負担した一般財源をその

他一般財源から公共資産等整備一般財源へ

振り替えた額 

 資産評価替による変動額 
 資産の評価替えを行った際の差額や、売却可

能資産に新規・追加計上した額 

 期末純資産残高  当該年度の貸借対照表における純資産残高 
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（３） 純資産変動計算書の概要について 

 平成２６年度純経常行政コスト１４７億９，４３８万７千円に対して、地方税や地方交付

税などの経常的な一般財源が１１１億２，８４０万５千円、経常的なコストに対する補助

金が３２億２，４６０万５千円となっています。また、臨時損益が災害等でマイナス１億６，

６５０万円となっています。 

 この結果、期首に４１６億１，３６３万１千円であった純資産残高は、期末では４０９億４，

９８０万８千円となっています。 

 

①  公共資産等整備国県補助金等 

 社会資本整備総合交付金、滝川河川改修事業や漁港整備事業費補助金など、公

共資産等整備に新たに４億２，７８２万５千円の国県補助金を受け入れましたが、有形

固定資産の補助金相当部分の減価償却が６億９，６５２万８千円あり、公共資産等整備

国県補助金等の期末純資産残高は１５７億９，６４４万６千円となっています。 

 

②  公共資産等整備一般財源等 

 公共資産等の整備に充当された財源のうち、国県補助金と建設地方債を除いたも

ので、期末の純資産残高は、３４０億６１８万８千円となっています。 

 

③ その他の一般財源等 

ア 純経常行政コストと財源 

 純経常行政コスト１４７億９，４３８万７千円に対して、地方税や地方交付税などの経

常的な一般財源等を１１１億２，８４０万５千円、補助金等を２７億９，６７８万円充当し臨

時損益を差し引いた結果、７億２７０万２千円の財源不足になっていることがわかりま

す。 

 

イ 科目振替 

・ 公共資産整備への財源投入、貸付金・出資金等への財源投入 

これは、使途が特定されていなかった一般財源等が、公共資産の整備や貸付

金、出資金の財源として使用されることにより、公共資産等整備一般財源等として

拘束されることを表してします。７億７，８５１万３千円の一般財源等が公共資産の

整備に、３億２８７万円の一般財源等が貸付金、出資金等に投入されたことになり

ます。 

・ 貸付金・出資金等の回収等による財源増 

  これは、貸付金や出資金、公共資産整備のための基金など公共資産等の財源

として拘束されていた財源が、貸付金や出資金等の回収により使途が自由な一般

財源等へ振り替わったり、基金の取崩しがあったことを表しています。貸付金・出

資金等の回収や基金の取崩しなどが３億９，６７２万１千円となっています。 
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・ 減価償却による財源増 

    公共資産等の財源として拘束されていた財源が、公共資産の減価償却に伴い

一般財源等として回収されたことを表しています。 

    ２３億８，９８９万６千円の減価償却のうち、国県補助金等を財源とする部分で６億

９，６５２万８千円、一般財源等を財源とする部分で１６億９３３６万８千円が、公共資

産等整備国県補助金等及び公共資産等整備一般財源等からその他一般財源等

へそれぞれ振り替えられています。 

・ 地方債償還等に伴う財源振替 

  公共資産等整備の財源として発行した地方債の元金を償還することにより、地

方債により賄われていた部分が一般財源に置き換わることになります。公共資産

等整備財源として発行した地方債元金を償還することは、公共資産整備への財源

投入と同じ性質を持つこととなります。地方債元金の償還により、７億２，９５３万４

千円が公共資産等整備一般財源等として拘束されたことを表します。前年度より、

１億１，０１９万９千円減少しています。 

 

  以上のことから、男鹿市の公共資産等整備一般財源等の列を見ると、純額で１億８，

９４１万４千円（期末純資産残高３４０億６１８万８千円－期首純資産残高３４１億９，５６０

万２千円）の一般財源が減少し、公共資産等整備一般財源等として拘束される一般財

源が減少しています。 

 

４．資金収支計算書 

（１） 資金収支計算書とは 

  １年間の資金（歳計現金）の流れを活動別に「経常的収支の部」、「公共資産整備

収支の部」、「投資・財務的収支の部」の３つの区分に分けて表示した財務書類で

す。 

  経常的収支の部には、人件費や物件費などの支出と税収や手数料などの経常的

な行政活動による資金収支の状況が表示されます。 

  公共資産整備収支の部には、公共資産整備による支出とその財源（地方債、補助

金等）による資金収支の状況が表示されます。 

  投資・財務的収支の部には、出資、基金積立、借金の返済などの支出とその財源

による資金収支の状況を表示されます。 

  資金収支計算書の３つの区分は、経常的収支の部で生じた黒字額で、公共資産

整備収支の部と投資・財務的収支の部の赤字額を穴埋めするという関係にあります。 

  経常的収支の黒字額よりも公共資産整備収支と投資・財務的収支の赤字額が大き

い場合は、期首にあった歳計現金が減少することになります。 
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(2)  男鹿市資金収支計算書 
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（３） 資金収支計算書の概要について 

 【経常的収支の部】 

 経常的な行政サービスに伴う現金収支である経常的収支は、人件費２７億１，６５１万５千円、

物件費１７億１，４７７万６千円、社会保障給付費２８億５，８８９万７千円などで支出合計１１８億

１，７７５万７千円に対して、地方税３５億１，６６７万９千円、地方交付税６８億４８４万円、国県補

助金等２７億６８万３千円などで収入合計は１５２億８４０５万円で、差引き３４億６，６２９万３千円

の黒字となりました。 

 

 【公共資産整備収支の部】 

 道路や漁港など社会資本を整備した公共資産整備支出が１５億２，０６８万８千円、他団体の

公共資産整備への補助金等を支出した公共資産整備補助金等支出が３億４，１３３万７千円、

他会計等への繰出金等のうち建設費に充てられたものが１億１００万円となっており、合計は１

９億６，３０２万５千円となっています。 

 公共資産整備支出の財源となったものは、国県補助金等が５億２，３９２万２千円、地方債発

行額が５億１，２４０万円などで合計１１億７，８０６万円となり、収支不足額の７億８，４９６万５千

円は経常的収支の差額により賄われたことになります。 

 

 【投資・財務的収支の部】 

 支出には、地方債償還額１４億８，０５５万８千円のほか、他会計等への公債費充当財源繰

出支出が９億６，４１８万９千円、基金積立額が２億３，９７６万６千円、貸付金が３億２００万円な

どで合計２９億８，６５２万３千円となっています。収入では、貸付金回収額が３億１，５９３万９千

円、地方債発行額が１億１００万円などで、収入合計は４億９，８４８万７千円であり、収支不足

額の２４億８，８０３万６千円は経常的収支の差額により賄われたことになります。 

 

 収入の合計が１６９億６，０５９万７千円に対して、支出の合計が１６７億６，７３０万５千円となっ

た結果で当期収支は１億９，３２９万２千円の増加となり、期末の歳計現金残高は５億１，３４９

万８千円となりました。 

 

 【注記】 

１．一時借入金に関する情報 

 一時借入金の借入及び返済は決算上歳入歳出として扱われないため、資金収支計算書に

も計上されません。しかしながら、資金繰りに関する重要な情報として注記しています。なお、

一時借入金は、借入限度額を２２億円としておりますが、平成２６年度は発生していません。 

 

２．基礎的財政収支（プライマリ－バランス）に関する情報 

 基礎的財政収支とは、地方債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利払いなどを除

いた歳出の差のことで、歳出のほうが多ければ将来の借金負担が増加していくこととなり、少な
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ければ借金が減少していることを示します。平成２６年度末では、財政調整基金等取崩額が１

億１，９７４万円増加したことに加え、地方債の発行額１４億６，０４８万円が地方債の元利償還

額１６億７，５７１万２千円を下回っていることなどにより１億５，７６７万７千万円の黒字となってい

ます。 
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Ⅲ 男鹿市全体の財務書類４表 

 

 市では普通会計で行っている事業のほかに、病院事業や上水道事業、下水道事業、

国民健康保険事業、介護保険事業などの事業を行っています。市の財政は、普通会

計のみで成り立っているわけではないため、市全体のストック情報やコスト情報を把握

するためには、他の特別会計や公営事業会計を対象とした市全体の財務書類を用い

ます。 

 

１ 市全体の対象範囲と前提条件について 

（１） 対象範囲 

 ① 普通会計 

  （一般会計、診療所特別会計（へき地診療所に係る部分）） 

 

 ② 公営事業会計 

 ・国民健康保険特別会計 

 ・診療所特別会計 

 ・介護保険特別会計 

 ・後期高齢者医療特別会計 

 ・男鹿みなと市民病院事業会計 

・上水道事業会計 

 ・ガス事業会計 

 ・下水道事業会計 

 ・農業集落排水事業会計 

 ・漁業集落排水事業会計 

 

（２） 前提条件 

 （財務書類４表の作成方法） 

 地方公営企業を適用している病院事業会計、上水道事業会計、ガス事業会計、下

水道事業会計、農業集落排水事業会計、漁業集落排水事業会計については、地方

公営企業法施行規則等に基づいて作成している決算書等により作成しております。ま

た、そのほかの公営事業会計については、総務省の地方公営企業決算状況調査や

歳入歳出決算書等に用い、普通会計の作成方法に準じて作成しております。 

  

 （連結内部の相殺消去） 

 連結対象となる会計間での繰出し、繰入れなどの取引があった場合は、その支出及

び収入をそれぞれ削除しております 
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２ 市全体の財務書類４表 
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Ⅳ 連結財務書類４表 

 

１ 連結財務書類４表とは 

 連結財務書類４表とは、普通会計や特別会計などの自治体全体の会計のほか、自

治体と連携して行政サービスを行っている一部事務組合、地方三公社、第三セクター

などの関係団体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する「貸借対

照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」で構成される

財務書類をいいます。 

 

２ 連結の対象範囲と前提条件について 

 ① 連結の対象範囲 

 【一部事務組合等】 

 男鹿市が加入している一部事務組合及び広域連合が連結の対象となります。 

 連結に際しては、一部事務組合等の財務書類のうち、男鹿市の当該年度経費負担

割合相当分を連結する「比例連結」を行います。 

   

 ・男鹿地区消防一部事務組合 

 ・男鹿地区衛生処理一部事務組合 

 ・八郎湖周辺清掃事務組合 

 ・秋田県市町村総合事務組合 

 ・秋田県市町村会館管理組合 

 ・秋田県後期高齢者医療広域連合 

 

 【第三セクター等】 

 市の出資比率が５０％以上の法人が連結対象となります。 

 ・おが地域振興公社 

 ・男鹿保育会 

 

 ② 前提条件 

 （連結財務書類４表の作成方法） 

 【一部事務組合等】 

 普通会計と同様に総務省で行う「地方財政状況調査」及び「歳入歳出決算書」等を

活用して作成しています。 

 

 【第三セクター等】 

 対象法人の会計基準に基づいて作成している決算書等を活用して作成していま

す。 
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 （連結内部の相殺消去） 

 連結対象となる会計・団体・法人間で負担金・補助金の支出や取引があった場合は、

その支出及び収入をそれぞれから削除しています。また、相互間に出資などの関係が

ある場合には、貸借対照表の残高からそれぞれ削除しています。 
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３ 連結財務書類４表 
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